
北海道告示第 10098号 

 平成 10年度北海道告示第 500号（北海道補助金交付規則に定める申請書等の様式（保健

福祉部））の一部を次のように改正する。 

 

  令和４年２月２日 

 

 

北海道知事 鈴木 直道      

 

保福第 221号様式を次のように改める。 



保福第２２１号様式

がん診療連携拠点病院等機能強化事業実施計画（実績）書

【がん診療連携拠点病院分】

（１）がん医療従事者研修事業

実施期間 人数 備　考

注）研修内容は、具体的に記載すること。（欄が不足する場合は、適宜追加すること。）

（２）がん診療連携拠点病院ネットワーク事業

　①　都道府県がん診療連携協議会

開催回数 備　考

　②　研修参加期間中の代診医等の雇用

備　考

　③　医師の派遣による診療支援

備　考

　④　がん診療施設情報ネットワークシステム

運営内容（ＴＶ会議等） 備　考

（３）がん相談支援事業

配置人員 備　考

本年度見込み 前年度実績

電話

面談

その他

合計

（４）普及啓発・情報提供事業

事業内容 備　考

リーフレット等配布 配布部数 部

市民フォーラム等の開催 参加者数 人

その他

（５）病理医養成等事業

備　考

（６）在宅緩和ケア地域連携事業

備　考

（７）緩和ケア推進事業

本年度見込 前年度実績 本年度見込 前年度実績

(注)緩和ケア推進事業の「緊急緩和ケア病床利用件数」について 
原則として、緊急緩和ケア病床利用件数の前年度実績が30件を超える場合に補助の対象とする。 
利用件数については､年間入院患者延べ数とする。 
ただし、前年度実績が30件に満たなくとも、本年度の利用件数が30件を超えると見込まれる場合には補助対象とすることがある。
その際、 病床確保計画の詳細が分かる資料(任意)を添付すること。

（８）がん患者の就労に関する総合支援事業

　　①就労に関する相談支援事業のみを実施する場合

備　考

　　②就労に関する相談支援事業及び治療と仕事の両立支援事業を実施する場合

備　考

（９）補助事業により期待される効果

　※　詳細かつ具体的に記入すること。

事業内容（具体的に記載すること）
就労相談見込件数

（両立支援を含む）

緊急緩和ケア病床
確保数

床

事業内容（具体的に記載する
こと）

事業内容（具体的に記載すること）

人

就労見込者数
（両立支援を含む）

件 人

就労相談見込件数

件

事業内容（具体的に記載すること）

派遣医療機関 派遣期間

研修派遣期間研修派遣医療機関

人

※各事業の参考となる資料があれば添付すること。

備　考

相談件数（件） 相談支援事業の内容 セカンドオピニオン医師の紹介

一般病床稼働率（％）

就労見込者数

件

緊急緩和ケア病床
利用件数（件）

注）配置人員は、相談支援センターの職員数を記入すること。また、相談件数はのべ件数を記入すること。

事業概要 本年度見込

連携する在宅療養
支援診療所数

事業内容（具体的に記載すること）

　　　　　　人
　　　　　　　　　　件
（紹介先医療機関）
　○○病院

病理医の養成人数

診療支援の内容

開催内容（回数、職種等具体的に記載すること）

開催内容

代診医等雇用期間

医療機関名（　　　　　     　　　　　　　　）

拠点病院に指定された時期 （  　　年　　月）

対象者（職種等） 研修内容



【地域がん診療病院分】

（１）がん医療従事者研修事業

実施期間 人数 備　考

注）研修内容は、具体的に記載すること。（欄が不足する場合は、適宜追加すること。）

（２）がん相談支援事業

配置人員 備　考

本年度見込み 前年度実績

電話

面談

その他

合計

（３）普及啓発・情報提供事業

事業内容 備　考

リーフレット等配布 配布部数 部

市民フォーラム等の開催 参加者数 人

その他

（４）在宅緩和ケア地域連携事業

備　考

（５）補助事業により期待される効果

　※　詳細かつ具体的に記入すること。

※各事業の参考となる資料があれば添付すること。

事業概要 本年度見込

事業内容（具体的に記載すること）
連携する在宅療養

支援診療所数

件

　　　　　　人
　　　　　　　　　　件
（紹介先医療機関）
　○○病院

注）配置人員は、相談支援センターの職員数を記入すること。また、相談件数はのべ件数を記入すること。

相談件数（件） 相談支援事業の内容 セカンドオピニオン医師の紹介

対象者（職種等） 研修内容

医療機関名（　　　　　     　　　　　　　　）

診療病院に指定された時期 （  　　年　　月）


